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ェブサイト（https://www.innotech.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供し
ております。



連結株主資本等変動計算書

（2020年４月 1 日から
2021年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
2020年４月１日　期首残高 10,517,159 4,506,361 5,580,009 △1,148,593 19,454,937
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △508,357 △508,357
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,534,868 1,534,868
自 己 株 式 の 処 分 △7,959 34,662 26,702
連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 △29,891 △29,891
そ の 他 417 417
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △37,432 1,026,511 34,662 1,023,740
2021年３月31日　期末残高 10,517,159 4,468,928 6,606,521 △1,113,930 20,478,678

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非 支 配

株主持分 純資産合計その他有価
証券評価差

額金
繰 延 ヘ ッ
ジ 損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整累

計額
その他の包括利
益累計額合計

2020年４月１日　期首残高 16,235 △48,060 23,971 △30,779 △38,633 277,867 724,500 20,418,673
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △508,357
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,534,868
自 己 株 式 の 処 分 26,702
連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 △29,891
そ の 他 417
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 27,546 △41,124 △361,833 29,765 △345,644 △4,530 34,936 △315,239

連結会計年度中の変動額合計 27,546 △41,124 △361,833 29,765 △345,644 △4,530 34,936 708,501
2021年３月31日　期末残高 43,782 △89,184 △337,861 △1,013 △384,277 273,336 759,437 21,127,174

－ 1 －



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　　21社
・主要な連結子会社の名称　　　　　（国内）三栄ハイテックス株式会社

アイティアクセス株式会社
株式会社レグラス
ガイオ・テクノロジー株式会社
ジェイ・エス・シー株式会社
株式会社モーデック

（海外）STAr Technologies,Inc.
三栄高科設計（成都）有限公司
SANEI HYTECHS VIETNAM co., ltd.
INNOTECH FRONTIER, Inc.
Fenox Innotech Venture Company VI, L.P.

②非連結子会社の状況
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　　　１社
・会社等の名称　　　　　　　　　　（国内）株式会社エッチ・ディー・ラボ

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
該当事項はありません。

(3) 連結の範囲の変更に関する注記
連結の範囲の変更　　　　　　　　　　当連結会計年度より、株式会社モーデック及びAccel-RF 

Instruments Corporationの株式を新たに取得し、台灣三榮高科技
股份有限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
また、INNO MICRO HONG KONG LTD.は清算結了したため、当
連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
国内連結子会社１社及び海外連結子会社の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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(5) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品、原材料　　　　　製商品のうち個品管理を行っているもの

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

上記以外のもの
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　　　主として定率法
　（リース資産を除く）　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、一部の連結子会社を除いて定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年
ロ．無形固定資産
　（リース資産を除く）

・市場販売目的のソフトウエア　　見込販売期間（３年）に基づく定額法
・自社利用のソフトウエア　　　　社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
・その他の無形固定資産　　　　　定額法

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナ　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用し

ンス・リース取引に係る　　　　ております。
リース資産

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　一部の連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込
額のうち当連結会計年度に帰属する部分の金額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結子会社は、役員
退職慰労金規程に基づき期末要支給額を計上しております。

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社
の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び非支配株主持分に含めております。

⑤重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　主として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており
ます。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段 … 先物為替予約
ヘッジ対象 … 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　当社グループの内部規定に基づき、外貨建債権債務の為替変動リス
クをヘッジしております。なお、重要なものは当社グループ各社に
おいてそれぞれの取締役会の承認を得ることにしております。また、
為替予約は、主として見込額に対しては行わず、受発注の成約時に
個別に結んでおります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　　為替予約については、為替予約（ヘッジ手段）とヘッジ対象のキャ
ッシュ・フローの金額及び決済時期が一致しているため、有効性の
評価は省略しております。

⑥のれんの償却に関する事項　　　　　のれんの償却については、５年から10年の間で均等償却しておりま
す。ただし、のれんの金額に重要性の乏しいものについては、発生
年度に一括償却しております。

⑦その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法　退職給付に係る資産及び負債は、当社及び一部の連結子会社の従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基
づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しており
ます。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。また、退職給付に係る資産及び負債を計上し
ている連結子会社については、簡便法を採用しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
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数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に
計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対
象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理し
ております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含めておりました「助成金収入」(前連結会計年度は、
1,099千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記して表示しております。

前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「新株予約権戻入益」（当連結会計年度は、168千
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、「特別利益」の「その他」に含めて表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 6,748,111千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 13,700,000株 －株 －株 13,700,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 997,418株 －株 30,100株 967,318株
（注）自己株式数の減少30,100株は、当社従業員のストック・オプション行使による減少13,700株、当社子会

社役員のストック・オプション行使による減少2,900株、当社役員のストック・オプション行使による減
少1,500株、当社役員に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少12,000株でありま
す。
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(3) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

決　 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会 普通株式 254,051 20 2020年３月31日 2020年６月25日

2020年11月９日
取締役会 普通株式 254,305 20 2020年９月30日 2020年12月９日

計 508,357

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2021年６月24日開催予定の第35回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 381,980千円
・１株当たり配当額 30.00円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月25日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
第 ５ 回 新 株 予 約 権 第 ６ 回 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 25,000株 9,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 250個 90個

第 ７ 回 新 株 予 約 権 第 ８ 回 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 18,500株 26,500株

新 株 予 約 権 の 残 高 185個 265個

第 ９ 回 新 株 予 約 権 第 1 0 回 新 株 予 約 権
目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 44,800株 58,600株
新 株 予 約 権 の 残 高 448個 586個

第 1 1 回 新 株 予 約 権 第 1 2 回 新 株 予 約 権
目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 61,100株 92,500株
新 株 予 約 権 の 残 高 611個 925個

第 1 3 回 新 株 予 約 権 第 1 4 回 新 株 予 約 権
目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 100,000株 95,800株
新 株 予 約 権 の 残 高 1,000個 958個

第 1 5 回 新 株 予 約 権 第 1 6 回 新 株 予 約 権
目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 95,800株 95,900株
新 株 予 約 権 の 残 高 958個 959個
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、主に銀行
借入や社債発行による方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業
債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしておりま
す。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建
てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッ
ジしております。
　短期借入金の使途は主に運転資金であります。また、社債及び長期借入金の使途は主に資本政策を目的
とした自己株式の取得資金であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
「（5）会計方針に関する事項　⑤重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権については、業務担当部門が主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて同
等の管理を行っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リス
クはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに
対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を把握し、また、
満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業等との関係を勘案して保有状況を継続
的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた当社グループのル
ールに従い、資金担当部門が決裁権限者の承認を得て行っており、月次取引実績を管理本部長に報告
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しております。なお、重要なものは取締役会の承認を得ることとしております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部門からの報告に基づき資金担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社と同等
の方法により管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２．
参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 5,626,102 5,626,102 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,550,611

貸倒引当金(※１) △5,257

8,545,354 8,545,354 －

(3) 投資有価証券 561,383 561,383 －

　 資産計 14,732,839 14,732,839 －

(1) 支払手形及び買掛金 1,947,360 1,947,360 －

(2) 短期借入金 4,590,106 4,590,106 －

(3) 未払法人税等 654,806 654,806 －

(4) 社債 2,200,000 2,203,136 3,136
(5) 長期借入金（１年以内返済予定

を含む） 1,755,002 1,754,113 △888

　 負債計 11,147,275 11,149,523 2,247

 デリバティブ取引（※２） (128,508) (128,508) －
（※１）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
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（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、一部の銘柄については、取引
金融機関等から提示された価格によっております。

負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
(4) 社債、(5) 長期借入金（１年以内返済予定を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を当該社債又は借入金の残存期間及び信用リスクを加味し
た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　為替予約取引については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,376,793

非上場転換社債 121,768
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 
投資有価証券」には含めておりません。
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３．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

　社債 － 2,200,000 － －
　長期借入金（１年以内返済

予定を含む） 521,690 1,233,312 － －

６．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、神奈川県横浜市に本社ビル（土地を含む。）を有しており、一部のフロアを賃貸しているため、賃
貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。
　当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額
及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末の時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

8,281,588 △122,968 8,158,619 6,250,000
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額は主に減価償却による減少であります。
３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　また、当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2021年３月期における損益は、次のとお
りであります。

（単位：千円）
賃貸収益 賃貸費用 差額 その他（売却損益等）

475,330 520,448 △45,117 －
（注）当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、経営管理として当社及び一部の連結子会社が

使用している部分を含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る
費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。
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７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,578円17銭
(2) １株当たり当期純利益 120円74銭

８．その他の注記（追加情報）
　（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）
　当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、連結計算
書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症による影響について
は、概ね翌連結会計年度の第１四半期まで及ぶものとする仮定に基づき会計上の見積りを行っております。
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株主資本等変動計算書

（2020年４月 1 日から
2021年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2020年４月１日　期首残高 10,517,159 4,530,755 ー 4,530,755 1,785,166 1,785,166 △1,148,593 15,684,488
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △508,357 △508,357 △508,357
当 期 純 利 益 1,375,239 1,375,239 1,375,239
自 己 株 式 の 処 分 △7,959 △7,959 34,662 26,702
準備金から剰余金への振替 △1,800,000 1,800,000 ー －
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 (純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － △1,800,000 1,792,040 △7,959 866,882 866,882 34,662 893,585
2021年３月31日　期末残高 10,517,159 2,730,755 1,792,040 4,522,795 2,652,048 2,652,048 △1,113,930 16,578,073

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2020年４月１日　期首残高 15,376 △48,060 △32,683 277,867 15,929,672
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △508,357
当 期 純 利 益 1,375,239
自 己 株 式 の 処 分 26,702
準備金から剰余金への振替 －
株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 (純 額 ) 23,274 △41,124 △17,849 △4,530 △22,380

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 23,274 △41,124 △17,849 △4,530 871,204
2021年３月31日　期末残高 38,651 △89,184 △50,533 273,336 16,800,877
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①関係会社株式　　　　　　　　　　　総平均法による原価法
②その他有価証券

 

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は総平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　総平均法による原価法
③デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
④たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品　　　　　　　　　　製商品のうち個品管理を行っているもの
個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)

製商品のうち上記以外のもの
移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　　　　　　　　　　　定率法

 

（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年
②無形固定資産　　　　　　　　　　　定額法

 

（リース資産を除く）　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産
・所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係る
リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。
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(4) 引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②退職給付引当金　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債務に当該企業
年金制度に係る未認識数理計算上の差異を加減した額を超えている
ため、前払年金費用として貸借対照表の投資その他の資産に計上し
ております。

③製品保証引当金　　　　　　　　　　製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、契約条
項の無償保証規定に従い、過去の実績を基礎に計上した保証期間内
の費用見積額と、一部特別の無償補修費用を個別に算出した見積額
の合計額を計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　主として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており
ます。

②ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　ヘッジ手段 … 先物為替予約
ヘッジ対象 … 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　当社の内部規定に基づき、外貨建債権債務の為替変動リスクをヘッ
ジしております。なお、重要なものは取締役会の承認を得ることに
しております。為替予約は、主として見込額に対しては行わず、受
発注の成約時に個別に結んでおります。

④ヘッジ有効性評価の方法　　　　　　為替予約については、為替予約（ヘッジ手段）とヘッジ対象のキャ
ッシュ・フローの金額及び決済時期が一致しているため、有効性の
評価は省略しております。
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(6) その他計算書類作成のための基本となる事項
①消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対

象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理してお
ります。

②のれんの償却に関する事項　　　　　のれんの償却については、５年間で均等償却しております。

２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,850,331千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①短期金銭債権 64,842千円
②短期金銭債務 38,089千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
(1) 売上高 102,601千円
(2) 仕入高 83,333千円
(3) 営業取引以外の取引高 825,847千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 967,318株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：千円)
繰延税金資産 2021年３月31日現在

棚卸資産評価損 86,903
未払賞与 39,746
投資有価証券評価損 9,138
未払事業税 26,363
新株予約権 79,319
繰延ヘッジ損益 39,323
その他 27,453
繰延税金資産小計 308,249
評価性引当額 △89,062

繰延税金資産合計 219,186
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △17,042
前払年金費用 △48,201
その他 △111
繰延税金負債合計 △65,354

繰延税金資産の純額 153,832
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所
有(被所有)割
合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)
(注)１

科目
期末残高
(千円)
(注)１

子会社 アイティアクセ
ス株式会社

 (所有)
直接

85.00

商 品 の 仕 入
商 品 の 販 売
不 動 産 の 賃 貸
役 員 の 兼 任
資 金 の 借 入

不動産の賃貸
(注)２

資 金 の 借 入
(注)３

利 息 の 支 払
(注)３

68,379

300,000

17

－

関係会社短期借入金

－

－

300,000

－

子会社 ガイオ・テクノロ
ジー株式会社

 (所有)
直接

100.00

資 金 の 借 入
商 品 の 販 売
役 員 の 兼 任

資 金 の 借 入
(注)３

利 息 の 支 払
(注)３

800,000

600,000

5,634

関係会社長期借入金

関係会社短期借入金

－

800,000

600,000

－

子会社
STAr 
Technologies,
Inc.

 (所有)
直接

92.36

資 金 の 援 助
商 品 の 仕 入
商 品 の 販 売
役 員 の 兼 任
増 資 の 引 受

資 金 の 貸 付
(注)４

利 息 の 受 取
(注)４

増 資 の 引 受
(注)５

2,173,193

23,634

1,505,995

関係会社長期貸付金

－

－

2,173,193

－

－

子会社 INNOTECH 
FRONTIER, Inc.

 (所有)
直接

100.00
増 資 の 引 受
役 員 の 兼 任

増 資 の 引 受
(注)５ 48,903 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２．アイティアクセス株式会社に対する不動産の賃貸については、近隣相場を勘案して賃貸料を決定
しております。

３．アイティアクセス株式会社及びガイオ・テクノロジー株式会社からの資金の借入については、市
場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は提供しておりません。

４．STAr Technologies, Inc.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定してお
ります。なお、担保は受け入れておりません。

５．増資の引受については、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

－ 18 －



７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,298円04銭
(2) １株当たり当期純利益 108円18銭

８．その他の注記（追加情報）
　（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）
　当社では、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、計算書類作成時に
おいて入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症による影響については、概ね翌事
業年度の第１四半期まで及ぶものとする仮定に基づき会計上の見積りを行っております。

（注）記載金額及び数量は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。また、比率は、表示単位未満の
端数を四捨五入して表示しております。

－ 19 －


